
平成18年11月 9日平成19年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 東 京 応 化 工 業 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 418 6 本社所在都道府県 神 奈 川 県

（ＵＲＬ http://www.tok.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 取 締 役 社 長 氏 名 中 村 　 洋 一
問合せ先責任者 役 職 名 経 理 部 長

氏 名 羽 飼 　 勝 Ｔ Ｅ Ｌ (     )044 435－3000
中間決算取締役会開催日 平 成 18年 11月  9日 配 当 支 払 開 始 日 平 成 18年 1 2月  4日
単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元    100株）

1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期       43,235     6.6       4,906    42.3       6,080    37.3
17年 9月中間期       40,540     1.2       3,447     8.1       4,427     8.2

18年 3月期       82,883－        7,659－        9,123－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期        3,978    22.2          85.10
17年 9月中間期        3,255    18.1          70.17

18年 3月期        6,237－         133.33

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期     46,750,169株 17年 9月中間期     46,384,952株
18年 3月期     46,525,873株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期      152,501      120,840     79.2      2,584.24
17年 9月中間期      144,154      114,104     79.2      2,457.75

18年 3月期      153,741      117,862     76.7      2,521.01

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期     46,760,570株 17年 9月中間期     46,426,443株
18年 3月期     46,738,847株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期        839,430株 17年 9月中間期      4,173,557株
18年 3月期        861,153株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       87,500      11,700       7,800

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         166円 81銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
18年 3月期 15.00 18.00 33.00
19年 3月期(実 績 ) 18.00 －
19年 3月期(予 想 ) － 18.00 36.00

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※1.上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ き ま し て は 、 添 付 資 料5ペ ー ジ （ 通 期 の 見 通 し ） を 参 照 し て く だ
　 　 さ い 。
　2.記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。



6. 中間財務諸表
(1) 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 38,915 　 　 29,062 　 　 36,631 　 　

２　受取手形 ※３ 4,583 　 　 5,599 　 　 4,536 　 　

３　売掛金 　 20,471 　 　 22,076 　 　 22,131 　 　

４　たな卸資産 　 25,260 　 　 26,562 　 　 27,254 　 　

５　その他 ※２ 2,674 　 　 2,978 　 　 2,868 　 　

貸倒引当金 　 △80 　 　 △110 　 　 △134 　 　

流動資産合計 　 　 91,824 63.7 　 86,168 56.5 　 93,288 60.7

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 建物 　 15,978 　 　 17,447 　 　 17,328 　 　

(2) 構築物 　 2,030 　 　 1,881 　 　 1,942 　 　

(3) 機械装置 　 5,685 　 　 6,684 　 　 5,507 　 　

(4) 土地 　 8,552 　 　 8,552 　 　 8,552 　 　

(5) その他 　 4,719 　 　 5,529 　 　 5,170 　 　

計 　 36,966 　 　 40,095 　 　 38,501 　 　

２　無形固定資産 　 1,798 　 　 1,682 　 　 1,938 　 　

３　投資その他の
　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 投資有価証券 　 10,802 　 　 12,452 　 　 12,532 　 　

(2) 長期性預金 　 ― 　 　 10,000 　 　 5,000 　 　

(3) その他 　 2,772 　 　 2,111 　 　 2,490 　 　

　貸倒引当金 　 △10 　 　 △9 　 　 △9 　 　

計 　 13,564 　 　 24,554 　 　 20,013 　 　

固定資産合計 　 　 52,329 36.3 　 66,332 43.5 　 60,453 39.3

資産合計 　 　 144,154 100.0 　 152,501 100.0 　 153,741 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

― 35 ―



　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　買掛金 　 8,864 　 　 8,417 　 　 9,750 　 　

２　未払法人税等 　 1,660 　 　 1,418 　 　 2,754 　 　

３　前受金 　 11,970 　 　 12,615 　 　 12,598 　 　

４　賞与引当金 　 1,351 　 　 1,511 　 　 1,406 　 　

５　製品保証引当金 　 101 　 　 119 　 　 125 　 　

６　その他 　 4,770 　 　 6,665 　 　 7,842 　 　

流動負債合計 　 　 28,718 19.9 　 30,747 20.2 　 34,477 22.4

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　長期借入金 　 6 　 　 5 　 　 5 　 　

２　退職給付引当金 　 759 　 　 730 　 　 825 　 　

３　役員退職慰労
　　引当金

　 536 　 　 146 　 　 536 　 　

４　その他 　 28 　 　 31 　 　 34 　 　

固定負債合計 　 　 1,332 0.9 　 913 0.6 　 1,401 0.9

負債合計 　 　 30,050 20.8 　 31,660 20.8 　 35,879 23.3

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 14,640 10.2 　 ― ― 　 14,640 9.5

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 15,207 　 　 ― 　 　 15,207 　 　

２　その他
　　資本剰余金

　 4 　 　 ― 　 　 15 　 　

資本剰余金合計 　 　 15,212 10.6 　 ― ― 　 15,223 9.9

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　利益準備金 　 1,640 　 　 ― 　 　 1,640 　 　

２　任意積立金 　 74,401 　 　 ― 　 　 74,401 　 　

３　中間(当期)
　　未処分利益

　 13,102 　 　 ― 　 　 9,880 　 　

利益剰余金合計 　 　 89,144 61.8 　 ― ― 　 85,922 55.9

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 2,770 1.9 　 ― ― 　 3,660 2.4

Ⅴ　自己株式 　 　 △7,662 △5.3 　 ― ― 　 △1,583 △1.0

資本合計 　 　 114,104 79.2 　 ― ― 　 117,862 76.7

負債資本合計 　 　 144,154 100.0 　 ― ― 　 153,741 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本金 　 　 ― ― 　 14,640 9.6 　 ― ―

２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 資本準備金 　 ― 　 　 15,207 　 　 ― 　 　

(2) その他資本
　　剰余金

　 ― 　 　 16 　 　 ― 　 　

資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 15,224 10.0 　 ― ―

３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　　

(1) 利益準備金 　 ― 　 　 1,640 　 　 ― 　　

(2) その他利益
　　剰余金

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮
積立金

　 ― 　 　 132 　 　 ― 　 　

別途積立金 　 ― 　 　 74,253 　 　 ― 　 　

繰越利益
剰余金

　 ― 　 　 12,999 　 　 ― 　 　

利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 89,025 58.3 　 ― ―

４　自己株式 　 　 ― ― 　 △1,543 △1.0 　 ― ―

株主資本合計 　 　 ― ― 　 117,346 76.9 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 ― ― 　 3,494 2.3 　 ― ―

評価・換算
差額等合計

　 　 ― ― 　 3,494 2.3 　 ― ―

純資産合計 　 　 ― ― 　 120,840 79.2 　 ― ―

負債純資産合計 　 　 ― ― 　 152,501 100.0 　 ― ―
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 40,540 100.0 　 43,235 100.0 　 82,883 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 27,185 67.1 　 28,533 66.0 　 55,141 66.5

売上総利益 　 　 13,354 32.9 　 14,702 34.0 　 27,742 33.5

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

　 　 9,907 24.4 　 9,795 22.7 　 20,082 24.3

営業利益 　 　 3,447 8.5 　 4,906 11.3 　 7,659 9.2

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 1,202 3.0 　 1,676 3.9 　 1,798 2.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 222 0.6 　 502 1.1 　 333 0.4

経常利益 　 　 4,427 10.9 　 6,080 14.1 　 9,123 11.0

Ⅵ　特別利益 　 　 433 1.1 　 23 0.0 　 414 0.5

Ⅶ　特別損失 　 　 156 0.4 　 182 0.4 　 213 0.2

税引前中間
(当期)純利益

　 　 4,704 11.6 　 5,921 13.7 　 9,324 11.3

法人税、住民税
及び事業税

※３ 1,679
　

　 1,560
　

　 3,709 　 　

法人税等調整額 ※３ △229 1,449 3.6 382 1,942 4.5 △621 3,087 3.8

中間(当期)
純利益

　 　 3,255 8.0 　 3,978 9.2 　 6,237 7.5

前期繰越利益 　 　 9,847 　 　 ― 　 　 9,847 　

自己株式消却額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 5,508 　

中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 696 　

中間(当期)
未処分利益

　 　 13,102 　 　 ― 　 　 9,880 　
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

14,640 15,207 15 15,223 1,640 148 74,253 9,880 85,922

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　固定資産圧縮積立金
　の取崩(注)

　 　 　 　 　 △15 　 15 ―

　剰余金の配当(注) 　 　 　 　 　 　 　 △841 △841

　役員賞与(注) 　 　 　 　 　 　 　 △33 △33

　中間純利益 　 　 　 　 　 　 　 3,978 3,978

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　自己株式の処分 　 　 0 0 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の
　変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額
合計　　　　　(百万円)

― ― 0 0 ― △15 ― 3,119 3,103

平成18年９月30日残高
(百万円)

14,640 15,207 16 15,224 1,640 132 74,253 12,999 89,025

　

　
　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

△1,583 114,202 3,660 3,660 117,862

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　固定資産圧縮積立金
　の取崩(注)

　 ― 　 　 ―

　剰余金の配当(注) 　 △841 　 　 △841

　役員賞与(注) 　 △33 　 　 △33

　中間純利益 　 3,978 　 　 3,978

　自己株式の取得 △1 △1 　 　 △1

　自己株式の処分 41 41 　 　 41

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の
　変動額(純額)

　 　 △165 △165 △165

中間会計期間中の変動額
合計　　　　　(百万円)

39 3,143 △165 △165 2,977

平成18年９月30日残高
(百万円)

△1,543 117,346 3,494 3,494 120,840

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準お

よび評価方法

(1) 有価証券

　①　子会社株式および関

連会社株式

　　　　移動平均法による

原価法によっており

ます。

(1) 有価証券

　①　子会社株式および関

連会社株式

同左

(1) 有価証券

　①　子会社株式および関

連会社株式

同左

　 　②　その他有価証券

　　(a) 時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)によっておりま

す。

　②　その他有価証券

　　(a) 時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)によっておりま

す。

　②　その他有価証券

　　(a) 時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

によっております。

　 　　(b) 時価のないもの

　　　　移動平均法による

原価法によっており

ます。

　　(b) 時価のないもの

同左

　　(b) 時価のないもの

同左

　 (2) たな卸資産

　①　製品

　総平均法による原

価法によっておりま

す。

　ただし、一部(プ

ロセス機器)の製品

については個別法に

よる原価法によって

おります。

　②　商品、原材料、仕掛

品および貯蔵品

　先入先出法による

原価法によっており

ます。

　ただし、一部(プ

ロセス機器)の原材

料および仕掛品につ

いては個別法による

原価法によっており

ます。

(2) たな卸資産

　①　製品

同左

　

　

　

　

　

　

　

　②　商品、原材料、仕掛

品および貯蔵品

同左

(2) たな卸資産

　①　製品

同左

　

　

　

　

　

　

　

　②　商品、原材料、仕掛

品および貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用してお

ります。

　　　ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額法

を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数

は、建物および構築物

が３から50年、機械装

置および工具器具備品

が３から８年でありま

す。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (2) 無形固定資産

　　　定額法を採用してお

ります。

　　　なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

いております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　　定額法を採用してお

ります。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　　従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 製品保証引当金

　　販売済みプロセス機

器製品の無償修理に対

する費用支出に備える

ため、過去の実績に基

づく無償修理費見込額

を計上しております。

(3) 製品保証引当金

同左

(3) 製品保証引当金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

　　　なお、過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による定額法により

按分した額を費用処理

しております。

　　　また、数理計算上の

差異は、各事業年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理しております。

　　　執行役員の退職給付

に備えるため、「執行

役員報酬に関する内

規」に基づく中間期末

要支給額を計上してお

ります。

（追加情報）

当社は、確定給付企業

年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分に

ついて、平成17年１月１

日に厚生労働大臣から過

去分返上の認可を受け、

平成17年５月19日に国へ

返還額（最低責任準備

金）の納付を行いまし

た。

また、平成17年９月29

日に退職給付信託5,000

百万円を設定いたしまし

た。

(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

　　　なお、過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による定額法により

按分した額を費用処理

しております。

　　　また、数理計算上の

差異は、各事業年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理しております。

　　　執行役員の退職給付

に備えるため、「執行

役員報酬に関する内

規」に基づく中間期末

要支給額を計上してお

ります。

　

(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき計上し

ております。

　　　なお、過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による定額法により

按分した額を発生の事

業年度から費用処理し

ております。

　　　また、数理計算上の

差異は、各事業年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理することとして

おります。

執行役員の退職給付

に備えるため、「執行

役員報酬に関する内

規」に基づく期末要支

給額を計上しておりま

す。
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (5) 役員退職慰労引当金

　　　役員退職慰労金の支

出に備えるため、「役

員退職金の取扱いに関

する規程(内規)」に基

づく中間期末要支給額

を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

　　　役員退職慰労金の支

出に備えるため、「役

員退職金の取扱いに関

する規程(内規)」に基

づく期末要支給額を計

上しております。

４　外貨建の資産また

は負債の本邦通貨

への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左 　外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　　為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権に

ついては、振当処理を

行っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段

　　……為替予約取引

　　ヘッジ対象

　　……外貨建売上債権等

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　　　為替変動によるリス

クをヘッジしており、

投機目的の取引は行わ

ない方針であります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジの有効性評価の

方法

　　　為替予約取引につい

ては、実需の範囲内で

実施しており、振当処

理の要件を満たしてい

るため、ヘッジの有効

性評価は省略しており

ます。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　　消費税および地方消

費税の会計処理は税抜

方式によっておりま

す。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会　平成14年

８月９日))および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第６号)を適用

しております。この変更に伴う損益

に与える影響はありません。

――――――――――

　
（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月

９日))および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業

会計基準適用指針第６号)を適用して

おります。この変更に伴う損益に与

える影響はありません。

―――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

これまでの「資本の部」の合計に

相当する金額は120,840百万円であり

ます。

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表規則によ

り作成しております。

――――――――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

69,307百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

72,209百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

70,837百万円

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　　　 ―――――

※３　　　 ―――――　 ※３　期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。

　　　なお、当中間会計期間の末日
は金融機関の休日であったた
め、次の期末日満期手形が中間
会計期間末日の残高に含まれて
おります。

受取手形 764百万円

※３　　　 ―――――　

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 5百万円

受取配当金 643百万円

為替差益 81百万円

受取技術援助料 263百万円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 16百万円

受取配当金 960百万円

受取技術援助料 313百万円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 12百万円

受取配当金 672百万円

為替差益 185百万円

受取技術援助料 547百万円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 0百万円

たな卸資産

廃棄損
73百万円

損害補償料 86百万円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 0百万円

損害補償料 431百万円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 0百万円

たな卸資産
廃棄損

131百万円

損害補償料 99百万円

特許等使用料 61百万円

※３　中間会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額は、当期

において予定している利益処分

により行われる圧縮記帳積立金

取崩額を前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算してお

ります。

※３　　　　　同左 ※３　　　 ―――――

　４　減価償却実施額

有形固定資産 1,959百万円

無形固定資産 198百万円

　４　減価償却実施額

有形固定資産 2,018百万円

無形固定資産 211百万円

　４　減価償却実施額

有形固定資産 4,057百万円

無形固定資産 402百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 861 0 22 839

　合　計 861 0 22 839
　
(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少22千株は、ストックオプションの行使による減少22千株および単元未満株式

の市場への処分による減少0千株であります。

　

リース取引関係

半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

　

有価証券関係

前中間会計期間末、当中間会計期間末および前事業年度末のいずれにおいても子会社株式および関連会

社株式で時価のあるものは保有しておりません。
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１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 2,457.75円 １株当たり純資産額 2,584.24円 １株当たり純資産額 2,521.01円

１株当たり中間純利益 70.17円 １株当たり中間純利益 85.10円 １株当たり当期純利益 133.33円

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
69.96円

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
84.86円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
132.89円

(注)　１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

　

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益 　 　 　

中間損益計算書上の中間
(当期)純利益(百万円)

3,255 3,978 6,237

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円)

3,255 3,978 6,203

普通株主に帰属しない金
額の主要な内訳(百万円)
利益処分による取締役
賞与金
利益処分による監査役
賞与金

―
―

―
―

28
5

普通株主に帰属しない
金額(百万円)

― ― 33

普通株式の期中平均株式
数(株)

46,384,952 46,750,169 46,525,873

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益

　 　 　

中間（当期）純利益調整
額（百万円）

― ― ―

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益の算
定に用いられた普通株式
増加数の主要な内訳(株)
旧商法第210条ノ２の規
定によるストックオプ
ション

140,972 133,360 155,105

普通株式増加数(株) 140,972 133,360 155,105

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

― ― ―
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重要な後発事象

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

1.　自己株式の消却

当社は、平成17年９月28日開催の

取締役会におきまして、商法第212条

の規定に基づく自己株式の消却を決

議し、平成17年10月７日付で消却を

行いました。

なおのとおりであります。

(1) 消却の目的

資本効率の一層の向上を図るた

め

(2) 消却した株式の種類

普通株式

(3) 消却した株式の数

3,000,000株

(4) 消却総額

5,508百万円

(5) 消却の方法

当期未処分利益からの減額

(6) 消却後発行済株式総数

47,600,000株

(7) 消却後授権株式数

197,000,000株

　

2.　新会社の設立

当社は、平成17年10月５日開催の

取締役会におきまして、オランダ現

地法人を新たに設立し、既存の100％

子会社であるオーカ・ヨーロッパ社

(オーカ・ヨーロッパ・リミテッド/

イギリス)の業務を平成18年１月を目

処に同社に移管するとともに、オー

カ・ヨーロッパ社は解散に向けた清

算手続きを行うことを決議いたしま

した。

新会社の設立は、欧州全域のユー

ザーニーズのより正確な把握と一層

きめ細かなサポートを可能とする体

制を構築し、さらなる信頼を獲得す

ることで事業の拡大を目指すもので

あります。

上記の決議に基づき、平成17年12

月９日付で、オランダ現地法人を設

立いたしました。その概要は以下の

とおりであります。

(1) 社名

トウキョウ・オーカ・コウギョ

ウ・ヨーロッパ・ビーブイ

――――――――――

　

――――――――――
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前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(2) 所在地

Databankweg 12, 3821AL

Amersfoort, HOLLAND

(3) 資本金

800千ユーロ（約108百万円）

(4) 出資比率

当社100％出資

(5) 代表者

取締役社長　田澤　賢二

（当社執行役員　現オーカ・ヨー

ロッパ社取締役社長）

(6) 事業内容

半導体、パッケージモジュール製

造用のフォトリソグラフィに関連

する製造用材料のユーザーサポー

トおよび販売

フレキソ印刷用、レタープレス印

刷用等の感光性樹脂版を中心とし

た印刷製版材料のユーザーサポー

トおよび販売

(7) 従業員数

17名（当初予定）

(8) 業務開始

平成18年１月開始予定

(9) 売上規模

約50億円（初年度計画）
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